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「参考資料 水源環境保全税による特別対策事業の点検結果報告書の一部抜粋」 

 

１ 点検結果報告書作成の経緯・趣旨 （報告書０－４ページから抜粋） 

（１）県民会議の役割 

「水源環境保全・再生かながわ県民会議」(以下「県民会議」）は、水源環境保全税を財源

に行う施策に県民意見を反映させるために県が設置した組織。 

一般県民・学識者など24名からなり、「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」(以

下「５か年計画」)に位置付けられている12の特別対策事業について、実施状況を点検・評価

し、その結果を県民に分かりやすく情報提供する役割を担っている。 

また、県民会議の下部組織として、専門的知識が必要な事項について検討する２つの専門委

員会、県民意見の収集や情報提供等の役割を担う３つの作業チームが設置されている。 

《所掌事項》○ 水源環境保全・再生施策の評価及び推進に関すること。 

○ 水源環境保全・再生施策の県民への情報提供に関すること。 

 

（２）経緯・趣旨 

第１期の県民会議委員（任期：平成19～20年度）は、平成21年３月に当該期間を総括する趣

旨で、各特別対策事業とその最終目標である「良質な水の安定的確保」という効果を評価する

道筋を「各事業の評価の流れ図（構造図）」として整理して、平成19年度の事業実績を中心に

点検結果報告書を作成した。 

第２期の県民会議委員（任期：平成21～23年度）は、平成21～23年度の各年度において、前

年度の事業実績の更新を中心に中間の報告書を作成した。 

第３期の県民会議委員（任期：平成24～25年度）は、第１期５か年計画の取組が平成23年度

をもって終了したことを踏まえ、平成25年３月に、５年間の取組全体について総括する報告書

を、平成26年３月に、第２期５か年計画初年度となる平成24年度の事業実績を中心に報告書を

作成した。 

 

２ 今回の点検結果報告書（第２期・平成25年度実績版）の作成方針 （報告書０－４ページから抜粋） 

今回の点検結果報告書は、第２期５か年計画の２年目となる平成25年度の事業実績に関して点

検・評価を行い、その結果を報告書として第４期の県民会議委員（任期：平成26～28年度）が作

成する。 

 

３ 全体の総括 （報告書０－１３ページから抜粋） 

第２期５か年計画の２年目となる平成25年度の事業進捗状況は、森林関係事業については、全

体としては概ね計画通りに進捗している。また、水関係事業については、河川や地下水の保全・

再生に関しては概ね計画通りに進捗しているが、水源環境への負荷軽減（県内ダム集水域におけ

る公共下水道及び合併処理浄化槽の整備促進）に関しては 市町と連携して、より一層の整備促

進を図る必要がある。 

  また、第２期からの新たな取組として、森林組合等が行う長期施業受委託による水源林の公的

管理・支援や丹沢大山地域におけるワイルドライフ・レンジャーによるシカ管理捕獲、山梨県と

の共同事業など、第１期５年間の取組や課題を踏まえた事業を始めたことは評価できる。今後、

これらの事業を含めた関連事業を着実に実施していくことが期待される。 

水源環境保全・再生事業のあり方として、台風による崩壊地の整備等、緊急時の対応を図って

いくことや、水の十分な管理や水質保持の観点から水と土砂を一体のものとして施策を考えてい

くことが重要な課題であり、その観点からも県の関係部署において一層の連携を図っていくこと
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が求められる。なお、事業評価の仕組みが十分に機能し、実績を有することが、現行事業の有効

性や今後の事業のあり方を幅広く検討する上での前提条件として重要である。 

施策の点検・評価の役割を担う県民会議においては、事業の進捗状況、モニタリング調査結果、

県民視点からの事業モニターや県民フォーラムの意見などにより、多面的な評価を実施した。県

民会議としても、第２期からは、新たな市民事業支援補助金制度の運用や効果的な事業評価のた

めの事業モニターの改善など新たな取組を進めており、今後はより一層活動内容を充実させてい

く必要がある。 

なお、事業評価においては、計画目標の達成度と併せて内容面の評価が求められ、その結果と

してどのようなことが見えてきたのかなど、モニタリングの結果をもとに定量的あるいは定性的

に総合的な評価を行うことが必要である。 

平成25年度には、施策の前半10年の事業実績や効果に関する総合的な評価の進め方の検討を行

い、平成27年度の評価ワークショップ開催や次期計画に関する意見書提出等の行程を定めたこと

から、今後これらを着実に進めていく上で、具体の検討や調整に精力的に取り組む必要がある。 
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施策大綱に基づき、水源環境保全･再生の取組を効果的かつ着実に推進するため、20年間の第２期

の５年間に充実・強化して取り組む特別の対策について明らかにしています。 

 
 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 

３ 渓畔林整備事業 

５ 地域水源林整備の支援 

４ 間伐材の搬出促進 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

県      民 

良質で安定的な水の供給 
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森林の保全・再生 

地下水の保全・再生 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進  

７ 地下水保全対策の推進 

水源環境への負荷軽減 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

水源環境保全・再生を支える取組 
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河川の保全・再生 

第２期実行５か年計画の12事業 
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○水源環境の保全・再生への直接的な

効果が見込まれるもので、水源保全

地域を中心に実施する取組 

○水源環境保全・再生を支える取組 

 
事業数と 

新規必要額 

１２事業 

約１９５億円（５年間の総額） 

約  ３９億円（年度平均） 

 

 

対象事業 

  

狩川上流（南足柄市） 

平成２４～２８年度 計画期間 

第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画 

 

（報告書０－１ページ抜粋） 
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２ 丹沢大山の保全・再生対策 

土壌流出防止対策を行うとともに、中高標高域で

のシカ捕獲、ブナ林の調査研究や登山道整備などの

県民協働の事業への取組。 

（1,284） 

３ 渓畔林整備事業 

水源上流の渓流両岸において、土砂流出防止や水質

浄化、生物多様性の保全など森林の有する公益的機能

を高度に発揮するための森林整備を実施。 

（  80） 

 
４ 間伐材の搬出促進 

森林資源の有効利用による森林整備を推進する

ため、間伐材の集材・搬出に対し支援。 

（1,285） 
 

 ５ 地域水源林整備の支援 

地域における水源保全を図るため、市町村が主体

的に取り組む水源林の確保・整備を推進するための

支援のほか、高齢級の森林の間伐を促進。 

（3,140） 

 
６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

市町村管理の河川・水路等における良好な水源

環境を形成するため、市町村が主体的に取り組む

生態系に配慮した整備や直接浄化等を推進。 

（1,771） 

 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

（6,749） 

 

 

水源の森林エリア内の私有林の公的管理・支援

を一層推進し、水源かん養機能等の公益的機能の

高い水源林として整備。 

７ 地下水保全対策の推進 

地下水を主要な水道水源として利用している

地域を対象に、各市町村が主体的に取り組む地下

水かん養対策や水質保全対策を推進。 

（ 322） 

 
８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する公共下水道の整

備を支援。 

（1,371） 

 
９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する高度処理型合併

処理浄化槽の整備を支援。 

（2,076） 

 
10 相模川水系上流域対策の推進 

相模川水系の県外上流域において、神奈川県と

山梨県が共同して、効果的な保全対策（森林整備

や生活排水対策）を実施。 

（ 365） 

 

 11水環境モニタリング（注）の実施 

森林、河川のモニタリング等を行い、事業の実

施効果を測定するとともに、県民への情報提供を

実施。 

（ 857） 

 

 12 県民参加による水源環境保全･再生のための仕組み 

水源環境保全・再生の取組を支える県民の意志

を施策に反映し、施策の計画や事業の実施等に県

民が主体的に参加する仕組みを発展。 

 （ 230） 

 

（ ）内は、５年間の新規必要額（百万円） 

 

（注）モニタリング：継続的に観測・測定すること 

「第２期５か年計画」の 12の特別対策事業のあらまし 

 

（報告書０－２ページ抜粋） 



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

水源環境保全・再生かながわ県民会議（第４期） 

   

  【役割】 施策評価・市民事業等支援・県民への情報提供 

  【構成】 ①有識者(９名) －専門的視点からの意見 

       ②関係団体(５名)－施策連携等の視点からの意見 

       ③公募委員(10名)－県民の視点からの意見 

 

 

      

      

 

 

  

 

 

      

 

 

 

 

      

 

 

 

 

               
 
 
 

県民（個人・ＮＰＯ・事業者等） 

施策調査専門委員会 

【役割】施策評価及びモニタ

リング方法の検討 

【構成】森林、水、環境政策

等の有識者 

市民事業専門委員会 

【役割】市民事業等支援制度 

の検討 

【構成】市民活動等の有識者

及び関係団体 

コミュニケーションチーム 

【役割】県民への分かりやすい情報

提供方法の検討 

【構成】公募委員 

県民フォーラムの企画運営 

【役割】幅広い県民の意見収集

及び情報提供 

【構成】公募委員を中心に地域

ごとに編成 

県民の意見を施策に反映 

水源環境保全・再生かながわ県民会議の仕組み 

連携 

専門家による特定課題の検討 

   ( 専門委員会 ) 

事業モニターチーム 

【役割】施策事業のモニター 

【構成】公募委員を中心に設置 

県民視点による広報・広聴の取組 

報 告 

参加・意見表明 
県民への 

情報提供 

 

（報告書０－５ページ抜粋） 
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各事業の評価の流れ図（構造図）

　 〈各事業の量的指標〉

　　　　　〈評価の視点〉 アウトプット ２次的アウトカム

〈各事業〉

１　水源の森林づくり

５　地域水源林整備

※1 主に植被率

４　間伐材の搬出

２　丹沢大山の 下層植生の回復

　　保全・再生 土壌流出の防止

３　渓畔林整備 森林の整備（択抜等） 下層植生の回復

土壌流出防止対策 土壌流出の防止

（丸太柵、植生保護柵）

６　河川・水路の

　　自然浄化対策

８　公共下水道の整備 下水道の整備

９　合併処理浄化槽

　　の整備

７　地下水保全対策

　　　　　　　　　　〈評価の指標〉 〈各事業の質的指標〉 <各事業の統合的指標＞ 〈施策全体の目的〉

１次的アウトカム 最終的アウトカム

≪長期的評価（10年～20年）≫
５年ごとの定期モニタリング調査結果や

既存の継続的調査による評価
評価の時間軸

≪短期的評価（単年度）≫
単年度あるいは５か年の

累計による評価

≪中期的評価（５年）≫
３～５年程度の継続的

モニタリングによる調査結果
による評価
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水源林の確保 

森林の整備 
（間伐、枝打ち等） 
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下層植生の回復※１ 

土壌流出の防止 

森林モニタリング１ 

(対照流域法) 

面積 

面積 

普及率 

面積 

適正な森林 

適正な森林 森
林
の
保
全
・
再
生
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・
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水
源
環
境
へ
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地
下
水
の
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・
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森林モニタリング２ 

(人工林整備状況調査) 

経済価値評価 

事業モニタリング 

事業モニタリング 

事業モニタリング 

搬出支援（経費助成） 
技術指導 

搬出量 

適正な森林 

ブナ林の再生 

土壌流出防止対策 
（丸太柵、植生保護柵） 

面積 

◇  植生の多様化（質的改善） 
   ・ 下層植生の出現種数 

   ・ 草本の丈高 
   ・ 希少種 

◇  土壌の保全 

   ・ A0層の厚さ 

◇  野生生物等の生息環境 

   ・ シカの生息密度 
   ・ 林内、林床の生息環境 
       動物、昆虫相 

       多様化の標徴種(小型動物、鳥類等） 
   ・ 水質の改善の標徴種（底生生物等） 

持続可能な森林 

事業モニタリング 

持続可能な森林 

事業モニタリング 

持続可能な森林 

事業モニタリング 

高標高域・森林整備と
一体となったシカ管理

捕獲数 

事業モニタリング 

事業モニタリング 
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河川モニタリング 

公共用水域水質調査 

地
下
水
 

生活排水（窒素･リン）の 

流入抑制   
  

負荷量軽減 

地下水かん養対策 

地下水汚染対策   

地下水の水位レベルの維持 

地下水の水質の維持･改善  

地域数 
水量・水質監視 

ダ
ム
湖
 

河
川
中
流
域
 

高度処理型浄化槽の 

設置数 

生態系配慮の整備 

直接浄化対策   
箇所数 

生態系の保全 

水質の浄化  生態系保全 

水質改善 

地下水 

モニタリング 

安定した水 

の供給源 

将来にわた
る水源環境

の維持 

水質の確保 

施策大綱の取組 

（報告書０－７ページ抜粋） 
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